
多様な民意を切り捨てる衆議院比例代表選出議員の定数削減を

行わないことを求める意見書（案）

政府与党は本年６月２４日、衆議院の比例定数を４５削減し、小選

挙区は維持する衆議院議員の選挙制度改革及び定数削減に関する法律

案を衆議院に提出した。法案は、施行後１年以内に衆議院の選挙制度

協議会で結論が得られなければ、比例定数４５議席を削減する内容で

ある。

これに対し、野党が結束して対抗し、多くの国民や団体が抗議した

ことから、政府は会期内の成立を断念し、継続審議となった。

民意を正確に反映するとされる比例代表の議席のみを大幅に削減す

ることは、多くの国民の声を切り捨てる恐れがあり、日本の民主主義

を弱体化させ、独裁的な体制を招く重大な懸念がある。また、議員定

数の削減は、国会の役割である行政監視機能を弱めかねない。

人口減少などを理由として定数削減ありきの議論がなされているが、

そもそも日本の国会議員数は諸外国と比べても少なく、人口当たりの

議員定数は経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国３８か国中で下から

３番目である。

議会制民主主義において議員定数の在り方は、国民主権に関わる重

大問題であり、国民の声を正確に反映する民主制度はどうあるべきか

という立場から議論されなければならない。

よって、国及び政府におかれては、多様な民意を切り捨てる衆議院

比例代表選出議員の定数削減を行わないよう、強く求めるものである。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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